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研究成果の概要（和文）：内部労働市場のあり方を、特に企業組織と労働市場、製品市場との相互作用に注意を払いつ
つ、分析した。理論的には、組織の経済学を市場の経済学の文脈に位置づけ、動学化し、経路依存性の歴史的な含意を
抽出することに務めた。
実証的には、1920-1970年代においては、内部労働市場の深化と流動的な労働市場の存在とが両立していたことを個別
企業のデータによって示す一方、大量観察データを用いて、1990年代以降、全労働者に占める内部労働市場の構成比が
縮小していることを明らかにした。
1980年代に固有の「日本的経営」モデルに囚われることなく、望ましい労働組織のあり方を探る理論的、実証的な基礎
を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：We have studied function of internal labor markets, with special attention to 
interaction between the firm organization and the product and labor markets. Theoretically, we have 
placed organizational economics in the context of economics of market, and inserted dynamic factors, to 
scrutinize historical implication of path-dependency.
Empirically, we have shown that the deepening of internal labor market practice was consistent to 
flexible labor market in the 1920-70s by a micro data set, and that, in the national level, internal 
labor market practices have structurally diminished since the 1990s.
Our research provides a viewpoint to consider possible and better work organizations for the future 
beyond a organizational model very specific to Japan in the 1980s and in a general context.

研究分野：経済史、経営史、比較制度分析

キーワード： 企業理論　産業組織
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1. 研究開始当初の背景 
企業、わけても、内部労働市場はなぜ存在
するのか。ひとつの説明は、取引費用である。
取引費用の相対的な大小によって市場取引
と組織内取引の選択が決まるとする視角そ
のものは説得的であり、内部労働市場もまた
その文脈において捉えられうる特質を備え
ていることは疑いない。しかし、多くの先進
国の経験において、内部労働市場が深化する
時期と、産業化の進展と共に外部労働市場が
統合され、市場取引の費用が低下する時期と
は重なっていた。市場の効率性が高まったと
きにこそ内部労働市場が発達したとすれば、
そこにおける内部労働市場の機能と、その市
場との関わりは、独立に分析されるべき課題
ということになろう。それが研究開始当初の
基本的な問題意識であった。 
 
2. 研究の目的 
産業化を経る過程において、先進国はいず
れも、統合された効率的な外部労働市場の拡
大と平行して、優良企業における内部労働市
場の形成を経験してきた。そして、それぞれ
の相対的な役割の大小は、日米のそれに顕著
に見られるように、各国において異なってい
た。外部労働市場の拡大と内部労働市場の深
化 がなぜ並進し、それぞれへの機能の割り
当てはどのように決まるのか。その問いに対
して、日本の経験の実証研究を組織の経済学
によって解釈し、定式化するとともに、内部
労働市場の特性が経済成長経路に与える含
意を探ることが目的となる。 
 
3. 研究の方法 
(1)実証研究 柱となるのは、釜石製鐵所にお
ける 1929-1969 年のパネル賃金データの分析
である。合わせて、官庁統計として提供され
ている大量観察を用いた、直近 20-30 年にお
ける長期雇用の動態も分析する。さらに、現
代企業の内部データを用い、製品市場と内部
労働市場との補完性にも切り込む。 
(2)理論研究  契約理論による組織分析が
中心を成すが、同時に、企業を取り巻く市場
環境と企業組織との相互作用の分析にも注
力する。伝統的な産業組織理論を用いること
はもとより、新経済地理学による動学的な解
析、さらに成長理論モデルを用いた組織の経
済学の動学化にも取り組む。 
 
4. 研究成果 
 以下に報告されているように、研究組織を、
構成する各員はそれぞれ、学術雑誌等にその
成果を発表しているが、合わせて、研究組織
全体の成果として、中林／石黒(2014)を発表
した。以下にいくつかの章の概要を掲げる。 
 
(1) 企業の構造 
第 1章 石田潤一郎「リーダーシップ」は経
営者の指導力の本質に迫る。現場にいる労働
者は、努力すれば、利益につながる事業機会

をそれなりの正確さをもって知ることがで
きるとする。努力して不完全な事業機会情報
を得た労働者はそれを経営者に稟議し、経営
者はその不確実な情報をもとに当該事業を
実行するか否かを、ともかく決断する。それ
が、現実の企業における経営者の意思決定で
ある。そうした不完全情報下における決断に
は、当然、経営者の恣意が介入しうる。ある
事業機会から、経営者が直接に私的な利益を
受け取ることもあるだろうし、また、企業の
所有者ではない経営者は、最適な水準以上に
リスクをとって自分の功績を上げようとす
るかもしれない。そうした猪突猛進への歪み
は、しかし、経営者が長く業界にとどまる場
合には、当該経営者の評判に反映されるので、
経営者がその評判を意識することによって
抑制されうる。ところが、そのことは、ただ
ちに裏返しの問題につながりうる。自分の職
歴と共に積み重ねられる評判を気にし過ぎ
る経営者とは、いたずらに保身的で、過剰に
リスク回避的な意思決定を行う経営者、すな
わち、「決断力のない」経営者にほかならな
い。そのように不決断な経営者の下に働く労
働者は、事業機会を報告しても採択されない
のであるから、必然的に怠けることになる。
第 1章は、その社会における経営者の平均的
な歪みが小さく、当該経営者がいたずらに自
分の評判を気にし過ぎず、労働者の生産性が
高く、労働者の伝達した情報が正確に経営者
に届き、そして事業機会の収益性が高いとき
に、労働者が勤勉に働き、経営者が下すべき
決断を下すことが、それぞれの誘因整合性制
約条件を満たす「リーダーシップ」均衡が成
り立つことを示し、「リーダーシップ」の本
質が労使間の意思伝達の枠組みそのものに
あることを明らかにする。 
第 2章 清水崇「組織における退出と発言の
補完的機能」は、市場の存在が組織内の意思
疎通に及ぼす効果を分析する。まず、第一の
基準点として、「発言」の自由がない場合を
考える。このとき、労働者が企業に対して感
じている魅力が、労使間の利害の不一致に対
して十分に大きいならば、労働者は企業にと
どまるし、そうでなければ「退出」する。第
二の基準点に、「退出」の自由はないが、送
信、すなわち「発言」の自由はある場合につ
いて考える。労働者自身もまた現場で起きて
いることを完全に知ることができるわけで
はなく、たとえば、職場の状態は、大まかに
分けると、良い、普通、悪いのいずれか、と
いった具合に認識するであろう。この場合、
識別される状態区分は三つであるが、より詳
しく分かるようになり、情報精度があがって
ゆけば、すごく良い、良い、普通、悪い、す
ごく悪い、の五つといった具合に、状態区間
数は増えてゆく。こうした条件の下において
は、労使間の利害の不一致が小さくなるか、
もしくは情報精度が上がることによって、労
使双方の利得は改善する。これら二つの基準
点を踏まえて、「退出」の自由も「発言」の



自由もある場合を考える。このとき、第一の
基準点、すなわち、「発言」の自由がない場
合であれば、労働者が確実に離職を選択する
程度にしか企業に魅力を感じていなくとも、
労働者の離職を防ぐことができる均衡が存
在する。この均衡において、労働者は「発言」
して職場を自分の望む方向に変えさせよう
とし、経営者は、離職という脅しがそこにあ
ることによって、労働者の声に耳を傾け、そ
の言い分を飲む。かくして労使関係が継続す
る。そして、情報精度が高ければ高いほど、
労働者を引き留める魅力は小さくて済む。す
なわち、中途採用の市場が存在し、「退出」
の選択が信憑性を持つことと「発言」とは、
労使間の意思疎通を改善し、風通しの良い会
社を作る上で補完的に作用するのである。 
第 4章 中村尚史「資産特殊性と企業の境界
―明治期筑豊地域における炭鉱と鉄道―」は、
1 世紀前の九州筑豊地方において炭鉱を所有
していた三菱が、石炭の運搬にあたる筑豊興
業鉄道との関係において、どのような場合に
組織内取引と市場取引のいずれを選択した
のかを検討する。鉄道幹線から分かれて個別
炭鉱に接続する運炭支線は、典型的に関係特
殊的な資産である。三菱は運炭支線の確保に
ついて、三菱の投資によって敷設する場合と、
鉄道会社に敷設を求める場合の得失につい
て検討し、支線を自前で敷設することは、残
余コントロール権を確保できる利点はある
ものの、その炭鉱が閉山なった場合に全額損
失となるリスクを分散できないことを主た
る理由として、当初は鉄道会社に敷設を求め
ることを選んだ。統合ではなく、長期的な取
引関係によって過小投資を緩和しようとし
たのである。筑豊鉄道会社が運炭支線を敷設
するにあたっては、運賃保障など、事後にお
ける三菱の恫喝を禁じる条項を含む契約書
が交わされたが、この契約書は立証の困難な
事項を多く含んでおり、裁判所において立証
してその執行を期待する意味での契約書で
はなく、長期的な関係契約の内容を双方で確
認するための文書であった。この選択はそれ
なりに機能したが、支線への貨車の配車に三
菱が介入できないなど、残余コントロール権
を持たないことによる逸失利益は次第に大
きく認識されるようになった。その結果とし
て、三菱は、筑豊興業鉄道の過半数の株式を
取得、すなわち、買収することにした。筑豊
興業鉄道を丸ごと垂直統合するならば、個々
の炭鉱に接続する運炭支線の稼働率変動リ
スクは分散される一方、貨車配車や新たな支
線の敷設において十全な残余コントロール
権を行使できる。三菱は言うまでもなく巨大
企業であるが、しばしばリスク中立性が仮定
される大企業においても、関係契約と垂直統
合の選択においてリスク分散が重要な意味
を持ったことは、注目に値しよう。 
 
(2) 企業組織の成長 
第 5章 石黒真吾「組織と市場の均衡分析―

多様性と進化―」は、「有限責任制約」条件
が組織選択を実際に制約する場合に生じる
歪みを分析する。一般に、雇用契約を結んだ
労働者に適切な働き方をさせるには、「転職
するよりは今の職場にいる方が良い」という
「個人合理性制約」条件と「怠けるよりも真
面目に働いてより高い賃金をもらう方が効
用が上がる」という「誘因整合制約」条件の
双方が満たされる必要がある。このような制
約下における最適賃金契約は、労働者に十分
な努力誘因を与えるために、労働者が転職し
た場合に獲得するであろう賃金がから得ら
れる留保効用を上回る「レント」（超過利益）
を与える可能性があることが知られている。
このレントは最適契約下においては資本家
に帰属したであろう配当を割いて与えるこ
とになる。さて、今、資本家は二つの組織を
選択することができるとしよう。ひとつは、
資本家自身が全てを決定する集権的組織、も
うひとつは労働者である経営者に意思決定
が委譲される分権的組織である。設備や組織
が大きくなるほど、生産活動の判断に必要な
情報は現場により多く蓄積されていくから、
大企業や大工場を経営するならば分権的組
織の方が望ましい。ところが、分権的組織を
採用した場合、意思決定を労働者に委譲して
しまうので、その行動を完全に観察すること
はできない。「モラルハザード」問題が生じ
るのである。しかも、法制度の制約から、い
かなる幹部労働者に対しても、資本家は負の
賃金を課すことができないという「有限責任
制約」条件が最適契約の提示を妨げるかもし
れない。「有限責任制約」条件によって最適
契約を提示することができず、労働者にレン
トを支払わなければならない場合、このレン
トの大きさによっては、資本家は、非効率的
だがレントを支払わなくてもよい集権的組
織を選んでしまうかもしれない。分権的組織
を選択する方が、より高い資本装備率を実現
し、したがってより高い実質賃金を実現する
均衡に到達できるのであるが、ひとたび、定
常状態にはまってしまった企業、はまってし
まった社会は、事業環境を激変させるような
事態が生じない限り、そこから出てくること
はない。基本的には効率性を追求しているは
ずの資本主義企業が、あるいは資本主義社会
が、時として組織選択を間違えて、長い停滞
の罠に陥ってしまう筋書きのひとつが、ここ
にある。この、資本主義企業にほぼ必然的に
ともなう歪みを理解する上で重要なことは、
労働者が無産者で哀れであること、が鍵であ
るわけではない、ということである。経営者
として年俸 1 億円を受け取る「労働者」も、
年商 1 兆円の企業にとっては、「有限責任制
約」条件が効きうる無産者に過ぎない。そし
て、「有限責任制約」条件が効くとき、労働
者は自身の「有限責任制約」条件を盾に割り
増し賃金を受け取る。この割り増し賃金を節
約したいがために、資本家が敢えて非効率的
な集権的組織を選択することがある。それが、



資本主義企業の歪みの本質である。 
第 7章 中林真幸「学校教育と雇用者の学習
と内部労働市場―日本製鉄業の賃金動態に
おける隠された能力と技能特殊性―」は、日
本を代表する製鉄会社の事業所を事例とし
て、この事業所に入職する前に労働者たちが
経験する短期雇用と、この事業所に入職した
後の長期雇用とでは、労働者の技能形成と雇
用者の学習が不連続に変わることを明らか
にしている。すなわち、長期雇用を得る前に
おいては、雇用者側による労働者の能力の学
習は緩慢であり、また、労働者は、学校教育
によって身につける知識と補完的な、一般的
な技能を修得しようとする。一方、長期雇用
関係に入ると、雇用者による学習は加速し、
また、労働者は、学校教育によって得られる
知識との関連が薄い、特殊的な技能を身につ
けるようになる。 
第 8章 川口大司／上野有子「我が国の長期
雇用の弱まり」は、過去 20 年間における内
部労働市場の縮小を析出している。過去 20
年間の相当部分が不況期を含み、また、製造
業が経済全体に占める比率の低下をともな
っていたことから、私たちが肌で感じている
「長期雇用の弱まり」という印象に対しては、
しばしば、景気後退による循環的な現象であ
るとする反論、あるいは、日本経済全体にお
ける産業としての構成費を下げたものの、製
造業内部においては依然として長期雇用は
健全であるといった異論が唱えられてきた。
しかし、川口と上野は、勤続年数の減少が、
景気循環の影響を考慮してもなお観察され
る構造的な変化であること、製造業もまたそ
の変化の例外ではないことを明らかにして
いる。 
 
(3) 企業と市場 
第 9章 松村敏弘／松島法明「市場競争と研
究開発投資―相対評価アプローチ―」は、競
争度が異なりうる寡占市場を一元的に分析
する視角を提供する。競争相手の供給量を所
与として自己の利潤を最大化する供給量を
決定する数量競争モデル（クールノー・モデ
ル）に、自社の利潤に加えて、一定の掛け目
を乗ぜられた他社の利潤を差し引いた、自社
の相対利潤を最大化するという仮定を織り
込む。乗数が 0ならば通常のクールノーモデ
ルであるし、乗数が-1ならば、互いの利潤の
合計を最大化することになるので、完全なカ
ルテルを指すことになる。乗数が 1ならば完
全競争を捉えていることになる。その意味で
は、この乗数は市場の競争度を表していると
言っても良い。この設定から得られる重要な
結論は、市場の競争度と、企業の研究開発投
資努力とは、線形ではなく、逆 U字型の関係
になるということである。乗数が-1、すなわ
ち、市場競争度が最低である完全なカルテル
や独占の場合、研究開発投資は大きくなる。
一方、乗数が 1、すなわち完全競争の場合に
も、研究開発投資は大きくなる。そして、中

途半端に競争的なとき、研究開発投資は最低
となるのである。 
第 11章 佐藤泰裕／山本和博「市場統合と熟
練形成」は新貿易理論の枠組みに、さらに、
熟練の形成、具体的には教育投資を組み込ん
でいる。そのことによって得られる自由貿易
の含意は、陰翳を含んだ正の効果である。自
由貿易によって世界経済が統合されると、低
学歴労働者も高学歴労働者も、閉鎖経済より
は高い効用を得る。その意味で、自由貿易は
すべての人々に朗報である。しかし、自由貿
易によってより多様な財が供給される社会
においては、より高い名目所得を稼ぐ高学歴
者の効用の増大はより大きい。自由貿易によ
って効用は全体的に底上げされるが、高学歴
者と低学歴者の格差は拡大するのである。自
由貿易の拡大にともなって絶対的貧困層が
世界的に減少する一方、先進国の高学歴者と
それ以外の者との格差が拡大していること
はよく知られている。佐藤と山本の示す論理
は、その一端を説明しよう。 
第 12 章 大湾秀雄「製品市場と職場組織―
理論と実証―」は、情報構造と組織構造が相
互に規定し合う関係を取り出した Aoki(1988)
の着眼を受けて、異なる市場環境によって与
えられる異なる情報構造が、異なる組織を要
請することを理論的に予測する。具体的には、
国際市場の影響を受けやすく、したがって、
経営者にも分かる世界的な環境変化に関す
る情報が重要であるほど、企業内の情報構造
と組織構造は垂直化し、一方、特定の顧客と
の関係が重要であり、したがって、現場に蓄
積される情報が重要であるほど、労働者相互
の水平的なつながりから成る企業内組織が
重要性を増す、というものである。大湾はこ
の理論的予測を現代日本企業のデータによ
って実証する。加えて、大湾は、労使協議会
など、伝統的な水平型組織を内部に持つ企業
ほど、新たなチーム組織が効果を挙げやすい
ことを明らかにした。企業内組織にしばしば
強い補完性が働くことは Aoki(1988)によって
予測され、その後の実証研究においても明ら
かにされているが、歴史的に先行する企業内
組織と新たに作られた企業内組織との間の
補完性、すなわち、歴史的経路依存性を明ら
かにした研究は少ない。大湾の示す知見はそ
の点においても貴重であろう。 
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